
土砂災害と森林の変遷（２）

荒廃した国土の時期

森林伐採が多く、若齢林が多かった時代

手入れの遅れた人工林が増えた時代

国土の荒廃（広範なハゲ山の存在）

森林法、砂防法の制定、地表流／表面侵食→洪水

広域の森林伐採（戦時中の森林荒廃、拡大造林）、

斜面表層崩壊の多発（森林土壌／根系の土質強度補強効果）

手入れ遅れの人工林（間伐）、野生動物（シカ）影響

森林機能の評価（公共事業の費用便益評価、水源環境税）
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早期落葉

雨滴侵食

雨

シカによる裸地化

神奈川県・丹沢山地における森林保全の課題

多様な課題が関連している。
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早期落葉

雨滴侵食

雨

シカによる裸地化

神奈川県・丹沢山地における森林保全の課題

多様な課題が関連している。
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堂平の土壌侵食量調査

植生被度大（80％）

植生被度中（40％）

植生保護柵の内側

植生被度小（1％）

植生保護柵の外側

堂平

塩水川

ブナ林において、表土が裸出していると、１年間に10mm程度、表土が侵食される。

→新たな侵食防止対策が必要。

(石川ら、2006)
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年度ごと保護管理事
業実施計画H15～

森林水環境総合整備
事業 地区実施計画

第十次県営
林管理経営
計画H15～

水源の森林づ
くり事業

治山事業

森林水環境総合整備
事業（東丹沢）

治山施設
整備

森林
整備

神奈川県ニホンジカ保
護管理計画H15～

鳥獣の保護及び狩猟の
適正化に関する法律

県有林
造林事業

保
安
林
改
良
・保
育
事
業

水源林
整備事業

生息
環境
管理

被害
防除

個体数
管理

自然公園法

丹沢大山保全計画
H11～

丹沢大山保全
対策事業H12～

植生
回復

ブナ衰
退 調
査

自然公園施
設整備事業

植生
回復

全国森林計画

＊治山治水緊急措
置法はH15で廃止

シカ保護管理

中津川エリアにおける丹沢大山保全対策事業

土壌保全
（渓流・崩壊地）

植生回復

地域森林計画 / かながわ森林づくり計画公園整備
計画

森林法

渓間工植生保護柵 管理捕獲 多彩な森林整備等

防護柵

林内土壌保全

*公園区域外

*自然公園の特別地域

*自然公園の
特別保護地
区

ニホンジカ保護
管理事業

砂防法

かながわ砂防整備推進
計画

各砂防指定地の整備計
画

通常砂防
事業等

砂防えん堤

関連事業

土砂災害対策

大気・気象
衰退状況

植生回復 生息密度・植生影響
捕獲個体分析・農林被害 土砂流出量

（上位立法）

（県計画）

（県事業）

（事業内容）

（丹沢大山
保全対策事業）

（対策手法）

（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ項目）

神奈川県・東丹沢の中津川エリアで実施している事業

県単独事業 環境省系事業 林野庁系事業 国交省系事業

神奈川県自然環境保全センター作成
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丹沢で実施されている土壌保全・流出防止に関係する事業

砂防法

かながわ砂防整
備推進計画

森林法
鳥獣の保護及び
狩猟の適正化に

関する法律

自然公
園法

県水源環境保全・再生基金条例

地域森林計画･
森林再生50年構想

ニホンジカ保護
管理計画

公園計画
実行５か年計画

通
常
砂
防
事
業
等

治
山
事
業

造
林
事
業

ニ
ホ
ン
ジ
カ

保
護
管
理
事
業

自
然
公
園
事
業

（
交
付
金
）

水
源
の
森
林
づ
く
り
事
業

丹
沢
大
山
の
保
全
対
策

水
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

堰
堤

堰
堤
・
土
留

本
数
調
整
伐
・
改
植

造
林
・
保
育
・
伐
木

生
息
環
境
管
理

里
地
の
被
害
防
除

個
体
数
管
理

植
生
保
護
柵

間
伐
・
枝
打
・
植
栽

植
生
保
護
柵
・
土
壌
保
全

植
生
保
護
柵
・
間
伐
等

の
効
果
検
証

植
生
保
護
柵
・
土
壌
保
全

渓
畔
林
整
備
事
業

本
数
調
整
伐

ブ
ナ
林
再
生
対
策

植
生
保
護
柵
・
土
壌
保
全

県単独 国交省系環境省系 林野庁系

地
域
水
源
林
整
備
（
市
）

自
然
公
園
事
業

（
県
単
独
）

自
然
再
生
事
業

神奈川県自然環境保全センター作成
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神奈川県丹沢再生における堂平地区の事例

2007.5.18（施工前） 2011.6.29
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2
） ○シカ生息密度の変化

（神奈川県，2012）より作図

○堂平地区のブナ林の景観の推移

y = 0.0667x
R² = 0.875

y = 0.1127x
R² = 0.8837

y = 0.0363x
R² = -3.557

0

4

8

12

16

0 50 100 150

浮
遊

土
砂

量
(1

04
g)

一雨雨量(mm)

2009 2010 2011

堂平沢における秋期の年別一雨雨量と浮遊土砂量の関係
（石川,2012)

○下流の浮遊土砂測定

○堂平地区では、

シカ捕獲、植生保護柵、土壌保
全工の各対策を実施している。

下流では、浮遊土砂流出量を
継続的に測定し、流域のシカ密
度の低減、植生回復の効果と
の関係を調査している。
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東日本大震災による土砂災害の概要
東日本大震災における
土砂災害発生件数 １２２件

土石流等：12件、がけ崩れ： 81件、地すべり：27件、雪崩： 2件
（余震による被害を含む）

・東北地方太平洋沖地震：96件
・長野県北部地震：23件
・静岡県東部地震：3件

土砂災害による死者 １９名

多様な土砂災害が生じたが、人的
な被害は津波による被害に比べ
て相対的には、大きくはなかった。
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地震後の降雨による土砂災害の警戒

地震で崩れなかった斜面がその後の
降雨で崩壊する既往事例が多くあり、
対策が検討された。

震度５以上の地域の斜面点検、および
土砂災害への警戒・避難基準雨量の
設定の強化、等。

液状化、噴砂

落石と岩盤崩落（亀裂・崩壊）

表層崩壊

大規模な崩壊と地すべり

地震時に発生する土砂災害
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土砂災害対策事業・防災施設の活用

52



避難に活用できる砂防関係施設の管理用通路

土砂災害対策事業・防災施設の活用

・避難警戒のためのハード対策の検討

・ハード対策でも想像力を発揮した工夫
が必要

53



2008年 宮城・岩手内陸地震 2003年 宮城地震

2008年 宮城・岩手内陸地震
2011年東北地方太平洋沖地震（福島第一原発）

54



2008年 宮城・岩手内陸地震 2003年 宮城地震

2008年 宮城・岩手内陸地震
2011年東北地方太平洋沖地震（福島第一原発）
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